
個別報道資料作成項目

Ⅲ 次代を担う子どもを健やかに育みます

多子世帯における利用者負担の軽減 子育て支援部 102

１号認定子どもにかかる利用者負担額軽減事業 子育て支援部 104

保育を必要とする医療的ケア児への支援 子育て支援部 106

民間認定こども園などと連携した待機児童の解消 子育て支援部、学校管理部 108

堺市訪問型病児保育事業 子ども青少年育成部 110

さかいプレ保育士事業 子育て支援部 112

保育士宿舎借り上げ支援事業 子育て支援部 114

就学前施設における子どもの保健衛生向上のための体制の構築 子育て支援部 116

産婦健康診査の実施 子ども青少年育成部 118

養育医療給付事業 子ども青少年育成部 120

泉北高速鉄道通学費負担軽減事業 交通部 122

放課後児童対策 地域教育支援部 124

子ども食堂ネットワーク構築事業 子ども青少年育成部 127

青少年センター・青少年の家管理運営事業 子ども青少年育成部 129

市立児童発達支援センター整備事業 児童自立支援施設整備室 131

児童自立支援施設整備事業 児童自立支援施設整備室 133

スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育部 134

堺マイスタディ事業 学校教育部 136

学校図書館教育推進事業 学校教育部 140

豊かな心の育成事業 学校教育部 142

特別支援教育環境整備事業 学校教育部 145

いじめ問題への対応 学校教育部 148

学校教育ＩＣＴ化推進事業 学校教育部 150

小中学校トイレの環境改善事業 学校管理部 152

小学校普通教室への空調整備事業 学校管理部 154

府費負担教職員権限移譲による教育の充実 教職員人事部、学校教育部 156



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局子育て支援部 

幼保推進課 

直 通 ０７２－２２８－７１７３ 

内 線 ３３６０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

「多子世帯における利用者負担の軽減」について 

 

 堺市では、子どもが３人以上いる世帯への支援として、第３子以降の子どもが認定こども園、

幼稚園、保育所や地域型保育事業施設を利用する場合、政令市初の取り組みとして「３人目か

らは条件いらず」で利用者負担額が無償となります。 

 

記 

 

 １．施策名 

   多子世帯利用者負担軽減事業 

 

 ２．事業概要 

   子どもが３人以上いる世帯への独自支援として、第３子以降の子どもが認定こども園、

幼稚園、保育所や地域型保育事業施設を利用する場合、上の子どもの年齢や世帯の所得に

制限を設けず、全ての年齢の子どもを対象に利用者負担額を無償にします。 

 （０歳児から２歳児を対象としていたものを、５歳児まで拡充します。） 

 

３．平成２９年度当初予算額    ３９９，３６２千円 

拡充   （３１０，４３９千円） 
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【事業内容】

※第３子以降の子どもが私学助成幼稚園に通った場合の就園奨励費補助金については、年額308,000円を支給します。
ただし、実際に幼稚園に支払った入園料及び保育料を上限とします。

小3 小4

1号認定
（公立幼稚園含む）

　多子世帯における経済的負担を軽減し、子どもを生み育てやすい環境づくりを推進するため、子どもが３人以上いる世帯において、第３子（３人目）
以降の子どもが認定こども園、幼稚園、保育所や地域型保育事業を利用する場合、利用者負担額を無償とします。

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

2・3号認定

私立幼稚園
（私学助成幼稚園）

小1 小2

多子世帯における利用者負担の軽減について 

1 

4 

3 
人目 

2 

１ 2 

1 2 3 

3 

4 
人目 

３人目以降は全員５歳まで無償化 

（満３歳以上の就学前

の子どもで保育を必

要としない） 

（就学前の子どもで保

育を必要とする） 

（満３歳以上の就学前

の子ども） 

0～3歳未満の児童は 

利用区分外 

0～3歳未満の児童は 

利用区分外 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局子育て支援部 

幼保推進課 

直 通 ０７２－２２８－７１７３ 

内 線 ３３６０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

「１号認定子どもにかかる利用者負担の軽減」について 

 

 堺市では、子ども子育て支援新制度において１号認定を受ける子ども（満３歳以上の就学

前の子どもで保育を必要としない）が、認定こども園や幼稚園を利用する際の利用者負担額

について、引き下げを実施します。 

 

記 

 

 １．事業概要 

 利用者負担額については市民税額を用いて決定しており、金額に応じて７つの階層区分

を設けています。このうち、有償となっている５つの階層について、利用者負担額の見直

しを行ない、引き下げを実施するものです。 

 

２．平成２９年度当初予算額    ８６，０２１千円 

新規   （８６，０２１千円） 
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１号認定子ども利用者負担額表

平成２８年度 平成２９年度（案）

利用者負担額
（月額）

利用者負担額
（月額）

１階層 生活保護世帯 0円 １階層 生活保護世帯 0円

２－１階層
市民税非課税
ひとり親世帯等

0円 ２－１階層
市民税非課税
ひとり親世帯等

0円

２－２階層
市民税非課税世帯

一般世帯
1,400円 ２－２階層

市民税非課税世帯
一般世帯

1,100円

３－１階層
市民税所得割
48,600円未満

9,800円 ３－１階層
市民税所得割
48,600円未満

8,000円

３－２階層
市民税所得割
77,100円以下

14,500円 ３－２階層
市民税所得割
77,100円以下

11,900円

４階層
市民税所得割

211,200円以下
18,900円 ４階層

市民税所得割
211,200円以下

15,500円

５階層
市民税所得割

211,201円以上
24,100円 ５階層

市民税所得割
211,201円以上

19,800円

階層区分 階層区分
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局子育て支援部 

幼保推進課 

直 通 ０７２－２２８－７１７３ 

内 線 ３３６０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

「保育を必要とする医療的ケア児への支援」について 

 

 堺市では、「たんの吸引」や「経管栄養」といった医療的ケアを必要とする子どものいる世帯

の保育ニーズに対応すべく、児童発達支援事業所（重症心身障害児対応）を併設した小規模保

育事業施設を整備し、「保育と療育の面からお子さんを一体的にサポート」します。 

 

記 

 

 １．施策名 

   小規模保育整備事業（児童発達支援事業所［重症心身障害児対応］併設） 

 

 ２．事業概要 

   重症心身障害児に対応した児童発達支援事業所を併設する小規模保育事業施設を整備し、

児童発達支援事業所による専門支援（機能訓練など）と、小集団でのよりきめ細やかな保

育環境を一体的に提供します。 

 

３．平成２９年度当初予算額    ９２，３２５千円 

                     新規   （９２，３２５千円） 
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幼保推進課 

 

 

 平成28年 4 月に、障害者差別解消法が施行され、また、医療的ケアを必要とする子ども（医療的ケア児）の支援推進を図るため、平成 28 年6

月に児童福祉法が一部改正され施行されている。堺市においても、医療的ケア児の保育ニーズは年々高まっており、これらに対応する施設として、

既存の特定教育・保育施設での受け入れに加え、児童発達支援事業所（重症心身障害児対応）を併設した小規模保育事業施設を整備することで、医

療的ケアが必要な子どもも安心して預けることができる保育環境を提供する。 

 

 

18:00

児童発達支援事業所での支援①

小規模保育事業所での保育

児童発達支援事業所での支援②

ご自宅へ車でお送り

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00

17:00

9:00

10:00

11:00

ご自宅に車でお迎え

【利用イメージ（例）】

8:00

保育を必要とする医療的ケア児への支援 

◆看護師を配置した中で、小集団でのよりきめ細やかな保育を保障。 

◆健常児の子どもたちと、ともに遊び、ともに育つインクルーシブな保育環境を

提供。 

 

※児童福祉法に基づく障害児通所支援の児童発達支援 

◆障害や医療的ケアに関する専門的な知識に基づき、専門的なスタッフを配置

した中で、子どもの状態に応じた支援を提供するとともに、小規模保育事業

所での医療面や療育面においてバックアップ。 

◆車での送迎サービスを提供 

 ・医療的ケア児に必要な医療機器などの運搬の保護者負担を軽減。 

・車で送迎することで、市内全域の医療的ケア児に広く対応。 

◇3歳以降の子どもについて、健康状態から、より大人数の集団での保育

が可能また必要と思われる場合、公立認定こども園などで受入れを実施。 

◆小規模保育事業所（定員19 人）での保育では 

◆児童発達支援事業所（重症心身障害児対応）での支援※では 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

（待機児童解消施策(⑥)を除く) 
担当課 子ども青少年局子育て支援部 

幼保推進課 

直 通 ０７２－２２８－７１７３ 

内 線 ３３６０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

（⑥市立幼稚園預かり保育事業） 

担当課 教育委員会事務局学校管理部 

    教育環境整備推進室 

直 通 ０７２－２２８－９２５５ 

内 線 ７６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４８７ 

 

「民間認定こども園などと連携した待機児童の解消」について 

 

 堺市では、待機児童の解消に向け、認定こども園・小規模保育事業施設の整備や既

存施設の増改築などによる受入れ枠の拡大を図るほか、認証保育所、私立幼稚園預か

り保育など、多様な保育ニーズへの対応を図ります。 

 

記 

 

  １．施策名 

    民間認定こども園などと連携した待機児童の解消 

 

  ２．事業概要 

   ①認定こども園整備事業（拡充） 

     幼保連携型認定こども園などの施設整備に要する経費を補助 

      (平成 27～29年度事業) 増改築 1か所 

      (平成 28～29年度事業) 幼稚園からの移行 1か所、増改築 2か所 

(平成 28～30年度事業) 増改築及び大規模修繕 1か所 

      (平成 29年度事業)   分園 2か所、増改築及び大規模修繕 1か所 

(平成 29～30年度事業) 増改築 1か所 

 

②民間保育所整備事業（拡充） 

     民間保育所の施設整備に要する経費を補助 

(平成 29年度事業)   増築 2か所、増改築 1か所 
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   ③小規模保育整備事業（拡充） 

小規模保育事業を新たに実施するための施設の建設及び改修に要する経費を補助 

      3 か所 

 

 ④認証保育所運営事業 

     市独自の基準を満たした認証保育所の運営に必要な経費を助成 

     一定の所得以下の世帯を対象に利用者負担を軽減する施設に対しその経費を助成 

       2か所 

 

   ⑤私立幼稚園預かり保育推進事業 

     長期休業期間を含め 1日 11時間の保育に要する経費を助成 

       8か所 

 

   ⑥市立幼稚園預かり保育事業 

     市立幼稚園において預かり保育をモデル実施 

       3か所 

   

３．平成２９年度当初予算額     １，４０５，１８４千円 

                    拡充（１，２２２，５４８千円） 

債務負担行為（３４９，０００千円） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 

子ども青少年育成部子ども育成課 

直 通 ０７２－２２８－７６１２ 

内 線 ３３２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８３４１ 

 

「堺市訪問型病児保育事業」について 

 

 

堺市では、働きながらでも子育てがしやすい環境を実現し、更なる「子育てと仕事との両

立支援」を図るため、病児・病後児保育施設（施設型）に加え、訪問型病児保育事業を新た

に実施します。 

 

記 

 

 １．事業名     堺市訪問型病児保育事業 

 

 ２．事業目的    保護者の子育てと就労との両立を支援するとともに、乳幼児等の健全

な育成に寄与する。 

 

 ３．事業概要    生後６か月から小学校６年生までの児童が、病気の症状安定期や回復

期にあり集団保育等が困難で、かつ保護者が就労等により児童を家庭

で養育することができない期間に、当該児童の自宅等において専門研

修を受けたスタッフが一時的に保育・看護を行います。 

           認定こども園等からのお迎えや、病児保育施設への送迎も行います。 

 

４．利用料金    １時間あたり７００円 

  

５．平成２９年度当初予算額    ６，４５６千円 

            新規   （６，４５６千円） 
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訪問型病児保育事業 

 

 共働き家庭やひとり親家庭などでは、子どもが病気になり認定こども園等に通えない場合に、どう

しても仕事を休めないときもあります。 

これまでの施設型での病児保育事業に加え、訪問型病児保育事業を実施することにより、子育

てと仕事との両立支援を図ります。 
 

＜利用例＞ 

利用会員 

かかりつけ 

病院 

利用会員の自宅 

等でスタッフが預かり 

(利用料金：1 時間 700 円) 

利用申込 
事業者 

（コーディネーター） 
スタッフ会員 

病気やケガなど 

調整 

※やむを得ない場合には、スタッフ

会員による代理受診も可能です。 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 子育て支援部 

幼保運営課 

直 通 ０７２－２２８－７２３１ 

内 線 ３３８０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

「さかいプレ保育士事業」について 

 

堺市では、潜在保育士（保育士資格を有しているが、保育士として就労していない

方）の保育施設等への就職を支援し、市内の保育人材の確保を促進するため、さかい

プレ保育士事業を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    さかいプレ保育士事業 

 

２．事業概要 

  潜在保育士等を対象に、公立幼保連携型認定こども園において現場体験等を行うこ

とにより、教育・保育現場での勤務に対する不安の解消やスキルアップを図り、また、

プレ保育士（ボランティア）として主体的に子どもたちと関わることで、就労意欲の

向上につなげます。 

 

３．平成２９年度当初予算額              ２７２千円  

             新規             （２７２千円） 
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◇事業内容・目的 

保育士としての勤務にブランクがある潜在保育士や、指定保育士養成施設の新卒者、また保育士試験合格者で保育士としての就労経験がない者

等を対象に、公立幼保連携型認定こども園において実務研修（現場体験）を行うことで、就労に対する不安の解消やスキルアップを図り、就職後

に即戦力となるスキルを身につけ、自信を持ってもらう。 

さらに研修修了後は、プレ保育士（ボランティア）として主体的に子どもたちと関わることで、実際の教育・保育現場で勤務することに対する

意欲向上を図る。 

潜在保育士（保育士資格を有しているが、保育士として就労していない方）の保育施設等への就職に対する技術面での不安、保育現場の現状に

対する知識や経験不足からくる不安等を解消し、本市内への保育士確保の促進及び就労支援を行う。 

◇ 対象者 

 堺市保育士等就職支援コーディネート事業の登録者であって、 

  次の①～③に該当するもの 

① 保育士資格を有し、現在就労していない者 

  ② 指定保育士養成施設の新卒者 

  ③ 保育士試験合格者で保育士としての就労経験がない者 

※ただし、いずれも公立保育所での勤務経験がない者が対象。 

 

参考 

「今後どのような研修を希望するか」の質問に寄せられた 

意見（「復職支援研修」のアンケートから抜粋） 

 ・手遊びや実習の現場体験をできるだけ多く体験したい。 

・実務に役立つような手遊びなどを現場で習得したい。 

 ・こども園、保育所等の現状を知りたい。 

 ・現状の子どもや保護者の様子を知りたい。（ブランクが 

あるため） 

 ・実務経験のない人向けの研修を希望  等 

◇ 募集人数 

  年間 ４０人  

  ※ 選考のうえ、対象者を決定。 

 

 

 

◇ 本事業のメリット 

☆一定期間の実務研修（現場体験）を設けることで、自己の強み・弱

みを認識し、就労に対するイメージを持ってもらいやすい。 

☆就職先決定後、現場で即戦力となりうる。 

☆プレ保育士（ボランティア）として、主体的に子どもたちと接する

機会を設けることで、責任感・緊張感をもって、実際の就労に近い

形で保育士業務を体感できる。また謝礼金を受け取ることで、就労

に対する喜びを実感し、復職への意欲向上につなげる。 

 

◇事業の流れ（予定） 

月 内    容 

5 月  ○広報等により募集を周知 

 

６月～７月 

○募集の受付 

・申請書（復職に当たっての不安や、専門職として身に付

けたい技術、スキルアップしたい内容等を記載）、健康

診断結果、コーディネーター事業の求職票等 

・選考 

 

８月 
○プレ保育士の決定 

○研修月・研修先について調整 

○健康診断（検便）を実施 

 

9 月～2 月 

○公立幼保連携型認定こども園で実務研修後、プレ保育士

として現場に立つ。 

・保育士としてのスキルアップや就労への不安解消、ま

た再就職等に向けたアドバイスを実施。 

・再就職に向けたアドバイスシート及びプレ保育士修了

証を交付 

 ・希望に応じて就職支援相談員（コーディネーター）

による就職相談を実施し、実際の就労に繋げる。（堺

市保育士等就職支援コーディネート事業） 

 

◇ 予算 

・謝 礼 金 @２,000×３日×40 人＝240,000 円 

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ保険 ＠500×40 人＝20,000 円 

 ・検 便 代 @300×40 人＝12,000 円 

合 計 272,000 円 

 

実 務 研 修 

プレ保育士 

◇ 勤務先 

  公立幼保連携型認定こども園 

●研修プランの作成 

 ・復職に当たっての不安や、専門職として身に付けたい技術、スキル

アップしたいことを洗い出し、内容を特化して目標を設定 

 ⇒ 乳児保育、設定保育、手遊びや歌、保護者対応、障害児保育など 

●実務研修（現場体験） 

 ・５日間程度（プランに応じて設定） 

  ⇒ 保育現場で専門職が子どもや保護者とどのように関わっている

かを実際に見て学び、これまで持っていた保育関連本や講義等に

よる知識や情報との違いなどを認識し、具体的な事案をもとにス

キルアップや就労への不安解消を図る。 

●振り返り・フィードバック、プレ保育士プランを作成。 

◇プレ保育士（ボランティア）として現場に立つ 

 ・実務研修（現場体験）修了後、体験で学んだこと等を活か

し、主体的に子どもたちと接するボランティア保育士とし

て教育・保育を実施。現場に立つことの充実感、楽しさと

ともに、技術習得を実感し、就職への自信につなげる。 

 ・終了後、保育職員としての再就職に向けたアドバイスシー

ト及びプレ保育士修了証を交付 

（時 間）１日４時間（教育標準時間）×３日以内 

      ９：００～１３：００ 

（内 容）設定保育等、プランに基づく内容 

（謝礼金）１日 2，０００円 

 

○Ｐ  

○Ｄ  

○Ｃ  

○Ａ  

実
務
経
験
・
現
場
体
験
で
き
る
機
会
を 

提
供
し
、
就
職
を
後
押
し
！ 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 子育て支援部 

幼保運営課 

直 通 ０７２－２２８－７２３１ 

内 線 ３３８０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

「保育士宿舎借り上げ支援事業」について 

 

堺市では、保育士・保育教諭の新規確保及び就業継続を図り、保育士・保育教諭が

「堺で働きやすい環境」を整備するため、保育士宿舎借り上げ支援事業を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    保育士宿舎借り上げ支援事業 

 

２．事業概要 

  市内の民間認定こども園・保育所等に対し、事業者が保育士・保育教諭用の宿舎

を借り上げるための費用を助成します。 

 

３．補助内容 

  市内の民間認定こども園・保育所等に勤務する常勤の保育士・保育教諭のうち、

平成２７年度以降の新規採用者（市外出身者）を市内の借り上げ宿舎に入居させた

場合に必要な費用として、１人当たり月額上限 61,500 円を助成します。 

 

４．平成２９年度当初予算額           ２８，０４４千円  

             新規          （２８，０４４千円） 
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事業者が保育士・保育教諭の宿舎を借り上げるための費用を助成することによって、保育士・保育教諭の新規確保及び就職継続を図り、保育士・保育
教諭が働きやすい環境を整備することを目的とする。 

 

 

 

・保育所 

・認定こども園 

・小規模保育事業 

・事業所内保育事業 

・認証保育所（さかい保育室） 

 

 

対象施設において、平成２７年度以降に新規

採用された市外出身の常勤保育士・常勤保育教

諭のうち、事業者が借り上げた宿舎に入居し

ている者。 

※ ただし、採用後５年以内の者とする。 

 

 

１人当たり 月額上限６１，５００円 

※ 事業者が借り上げている宿舎に対象者

が入居した時点から対象となる。 

※ 対象者が家賃の一部を負担する場合は、

当該金額を差し引いた額を補助する。 

 ※ 補助とは別に、宿舎の借り上げ費用に対

する事業者負担有。 

対象施設（公立を除く） 対象者 補助内容 

事業の目的 

保育士宿舎借り上げ支援事業 

事業のイメージ 

保育士 貸主
事業者

賃貸料を補助

堺市

宿舎提供

契約

賃貸料支払
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局子育て支援部 

幼保推進課 

直 通 ０７２－２２８－７１７３ 

内 線 ３３６０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

就学前施設における子どもの保健衛生向上のための体制の構築 

 

 堺市では、認定こども園や幼稚園、保育所など就学前施設における子どもの保健向上を目

的として、関係機関による横断的な組織（連絡会）を設け、連携強化を図ります。 

 

記 

 

 １．事業概要など 

   市、医療関係団体、就学前施設団体で構成する横断的な連絡会を常設し、感染症などに

関する情報共有や発生時の対応のほか、子どもの健康に関する啓発活動や施設職員への研

修などに連携して取り組みます。 

 

２．平成２９年度当初予算額    ７４２千円 

新規   （７４２千円） 
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 就学前施設における子どもの保健衛生向上のための体制の構築 

 
○認定こども園や保育所、幼稚園などの就学前施設における保健衛生の向上を目的とした連絡会を設置(常設)。 

○市、医療関係団体、就学前施設の団体で組織を構成し、保健衛生に関する情報〔(例)感染症の発生状況〕の 

共有と対応、啓発活動、施設職員の研修などに連携して取り組む。 

（就学前の子どもに関する行政・医療関係団体・就学前施設団体によるこうした連携体制の立ち上げは政令市初） 

 

（仮称）堺市幼保保健連絡会  

保健衛生向上のための活動 

就学前児童の健やかな成長に寄与 

 堺市  
医療関係 

団体 
 
就学前 

施設団体 

互いに連携・協力 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

 

 

 

 

 

「産婦健康診査の実施」について 

 

堺市では、母体と胎児の健康確保を図り、安心して出産を迎えられるよう妊婦健康診査を

実施していますが、「産後間もない時期のお母さんの心身の健康を応援」するため、新たに

産婦健康診査を実施します。 

 

記 

 

  １．事 業 名       妊婦・乳児一般健康診査事業 

 

 ２．事 業 概 要       産後２週間と産後１か月に産婦健康診査を実施し、産婦の 

健康保持増進・産後うつ予防・経済的負担軽減を図ります。 

 

  ３．実施予定時期      平成２９年１０月（当月以降に出産された産婦が対象） 

 

  ４．平成２９年度当初予算額  ８７４，７８４千円 

新規  （３７，６２７千円） 

 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局  

子ども青少年育成部 子ども育成課 

直 通 ０７２－２２８－７６１２ 

内 線 ３３２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８３４１ 
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産婦健康診査の実施 

（妊婦・乳児一般健康診査事業） 

■妊婦・乳児一般健康診査の概要 

大阪府内の協力医療機関で健康診査を実施。里帰り等により大阪府外で健康診査を受け

た場合は、費用助成を実施。 

（乳児一般）生後1～3か月時と9～11か月時の2回実施。 

（妊  婦）１４回実施。 

（産  婦）産後２週間と産後１か月の２回実施。※新規 

 

 

 

 

※イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

                      新たに産婦健康診査（2回）を実施 

                      

 

 

 

 

 

 

■平成２９年度新たな実施内容 

 

 

 

 

妊婦と乳児の健康診査に加え、産婦の健康

診査に要する費用を公費負担し、産前から

産後初期段階における母子に対する支援を

強化する。 

●産婦の健康保持増進 

 

●身体機能の回復・ 

授乳状況の確認 

 

●産後うつ予防対策 

 

●経済的負担軽減 

乳児 

受診票 
健診 

妊婦 

受診票 
健診 

妊 
娠 

出 
産 

 保健センター 

母子 

手帳 
健康 

妊娠 
届出書 

大阪府内委託医療機関 

妊婦健康診査（14回） 

1～3か月児健診 

9～11か月児健診 

乳児一般健康診査（2回） 

産後2週間 

産後１か月 

産婦 

受診票 

健診 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

 

 

 

 

 

「養育医療給付事業」について 

 

堺市では、入院治療を必要とする低出生体重児等に対して、指定医療機関において、その

養育に必要な医療を給付していますが、「大阪府内で初めて養育医療給付に係る自己負担金

を無料」にします。 

 

記 

 

  １．事 業 名       養育医療給付事業 

 

 ２．事 業 概 要       養育医療給付により発生する一部自己負担金を免除し、 

保護者の経済的負担軽減を図ります。 

 

  ３．実施予定時期       平成２９年４月（当月以降の診療分が対象） 

 

  ４．平成２９年度当初予算額  ５２，６２７千円 

拡充  （３２３千円） 

 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局  

子ども青少年育成部 子ども育成課 

直 通 ０７２－２２８－７６１２ 

内 線 ３３２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８３４１ 
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■養育医療給付の概要 

入院治療を必要とする養育医療の対象児に対して、指定養育医療機関において、その養育に

必要な医療を給付。保護者の所得に応じて一部自己負担金あり。 

 

※イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■平成２９年度新たな実施内容 

 

養育医療給付の一部自己負担金無料化 

対象児の保護者 養育医療指定医療機関 

対象児 

出生時体重が 2,000g 以下などにより、医師が入院

養育を必要と認めた堺市内に居住する乳児 

①出生 

・入院 

 
医療費 
の請求 

⑥ 

   ② 
申請 
書類 
提出 

￥ 
⑦医療費 
支払 

堺市役所 

⑧一部自己 
負担金請求 

￥ 
⑨一部自己 

負担金 
納入 

養育医療対象児の保護者の 

一部自己負担金を免除(※)し 

当該医療に要する医療費を無料化 

※平成 2９年 4月以降診療分から対象。 

平成 25 年 3月以前診療分は、 

従前どおり一部自己負担金が発生。 

●経済的負担軽減 

⑤受療 

 
医療券 
提出 

④ 

③給付決定 
医療券送付 

121



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建築都市局 交通部 交通政策課 

直 通 ０７２－２２８－７７５６ 

内 線 ５４２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８４６８ 

 

「泉北高速鉄道通学費負担軽減事業」について 

 

堺市では、泉北高速鉄道と南海電気鉄道を乗り継いだ場合の通学費負担を軽減するため

に、通学費の補助を実施します。 

通学費の負担軽減を行うことで、泉北ニュータウンへの子育て世帯の定住・誘導を促し、

泉北ニュータウンの活性化を図ります。 

記 

１．事業名 

   泉北高速鉄道通学費負担軽減 

２．事業概要 

○対象者人数 

約 4,500 人/年 

○補助要件 

・通学定期券で中百舌鳥駅を経由し泉北高速鉄道と南海電気鉄道の 2 社を利用して

いること 

・堺市に住民登録をしていること 

     ・満 25歳となる日を含む年度を超えていないこと 

     ・生活保護（通学定期代）を受給していないこと  

○補助金額 

1日 48円（10円未満切り捨て・小児運賃は半額） 

３．平成２９年度当初予算額   ５０，５５９千円 

122



泉北高速鉄道通学費負担軽減事業 

・通学定期券（連絡定期含む）で中百舌鳥駅を経由して泉北高速鉄道と 

 南海電鉄の２社を利用していること 

・堺市民であること（堺市に住民登録をされている方） 

・満２５歳となる日を含む年度を超えていないこと（満２５歳となる日を含  

 む年度までが対象） 

・生活保護（通学定期代）を受給していないこと 

○目的 
  泉北高速鉄道及び南海電鉄を中百舌鳥駅を経由して乗り継いで通学されている市民の方に対し、通学費の負担軽減を図
ることにより、泉北ニュータウンへの子育て世帯の定住・誘導を促し、泉北ニュータウンの活性化を図ります 

概要 

対象となる通学定期 

和泉中央駅 

中百舌鳥駅 

泉
北
高
速
鉄
道 

難波 
方面 

高野山 
方面 

南海高野線 
○対象者 
  以下の条件に全てあてはまる人 

○補助額 
  １日あたり４８円、補助金の合計額の１０円未満は切り捨て（小児運賃適用の場合はその半額） 

申請者 定期券販売窓口 申請者 申請者 市役所 市役所 

①利用証明の取得 
利用期間終了後、定期券販売窓口で取得 

②申請 
申請書に必要書類を添えて郵送 

③補助金の振り込み 
審査後、年２回補助金振込 

手続き 

○開始日 
  定期の有効期間が平成２９年１月１日以降の通学定期券が対象（平成２９年１月から申し込み受付を実施） 

123



 

 
 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 地域教育支援部 

放課後子ども支援課 

直 通 ０７２－２２８－７４９１ 

内 線 ７８２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７００９ 

 

「放課後児童対策」について 

 

 

 堺市では、放課後児童対策として、主に就労世帯における児童の安心・安全の確保を目

的とする放課後児童クラブ（厚生労働省所管）の「のびのびルーム」、学習や体験活動を中

心に活動を行う放課後子供教室（文部科学省所管）の「放課後ルーム」及び放課後子ども

総合プラン事業（両省連携）である「堺っ子くらぶ」を実施しています。 

 平成２９年度はこれら事業の開設日数の拡充等を実施し、子育て支援機能の充実を図る

とともに、サービス内容の異なる各事業の統一化を計画的に進めます。 

 

 

記 

 

 

  １．事業名 

    ○放課後児童対策事業（のびのびルーム）【拡充】 

     ・７２校において実施 

 

    ○放課後ルーム事業【拡充】 

     ・１４校において実施 

 

    ○放課後子ども総合プラン事業（堺っ子くらぶ）【拡充】 

     ・２１校において実施 
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２．主な拡充・変更内容 

   （１）夏季休業、年末年始の開室日を拡充 

     ・夏季休業中の閉室日 ５日間（８月１２日～１６日） 

→ 通常どおり開室（日曜日を除く） 

     ・年末年始の閉室日 ９日間（１２月２８日～１月５日） 

→ ６日間（１２月２９日～１月３日）に縮小 

 

   （２）「のびのびルーム」及び「堺っ子くらぶ（のびのびルーム）」における指導員配置基

準を変更（拡充） 

     ・児童４５人に対し指導員２人配置 → 児童４０人に対し指導員２人配置 

 

（３）隣接校放課後児童クラブ送迎支援を開始（新規） 

  ・待機となった児童が隣接校の放課後児童クラブの利用を希望する場合に、隣接校ま

での送迎支援を実施 

 

 

  ３．平成２９年度当初予算額 合計２，０２５，８５５千円 

拡充（１２５，０００千円） 

新規（  １，９４０千円） 

 

     （内訳） 

・放課後児童対策事業（のびのびルーム） １，３５９，６２７千円 

                          拡充（１０５，５００千円） 

                          新規（  １，９４０千円） 

 

・放課後子ども総合プラン事業（堺っ子くらぶ） ５２６，２５５千円 

拡充（１６，６００千円） 

 

・放課後ルーム事業 １３９，９７３千円 

                拡充（２，９００千円） 
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 放課後児童対策事業 平成 29 年度当初予算 2,025,855 千円 
【内訳】 ○ 堺市放課後児童対策事業（のびのびルーム） 

○ 堺市放課後子ども総合プラン事業（堺っ子くらぶ） 

○ 堺市放課後ルーム事業 

1,359,627 千円 

526,255 千円 

139,973 千円 

 

 

 

○ 平成２９年度当初予算における新規・拡充事業 

待機児童対策  利用者サービスの向上 

 

隣接校放課後児童クラブ 

送迎支援 

 
指導員配置基準の変更 夏季・年末年始の開設日増 

【新規】              １，９４０千円  【拡充】              ８５，０００千円 

・のびのびルーム    ８０，０００千円 
・堺っ子くらぶ        ５，０００千円 

【拡充】                ４０，０００千円 

・のびのびルーム     ２５，５００千円 
・堺っ子くらぶ        １１，６００千円 
・放課後ルーム        ２，９００千円 

待機となった児童が隣接校の放課後児

童クラブの利用を希望する場合に、隣接校

までの送迎支援を実施 

  対象：定員超過校（一部） 

（現状） 

児童数 45 人に対し 指導員 2人配置 

 

（変更） 

児童数 40 人に対し 指導員 2人配置 

（現状） 

夏季（盆）   5 日間休室 

年末年始   9 日間休室 

 

（変更） 

夏季（盆）   休室なし   ※開設 5日間増 

年末年始   6 日間休室  ※開設 3日間増 

 

放課後における児童の健全育成 及び 保護者の就労支援 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 

子ども青少年育成部 子ども企画課 

直 通 ０７２－２２８－７１０４ 

内 線 ３３１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７１０６ 

 

子ども食堂ネットワーク構築事業について 

 

堺市では、子ども食堂の実施団体や支援機関等による「（仮称）さかい子ども食堂ネット

ワーク」を構築し、情報発信、食材寄付やボランティアの仲介などを行うとともに、開設に

要する経費の補助やノウハウの提供を行うなど、「広げよう 子ども食堂の輪！」の取組を

推進します。 

 

記 

 

  １．事業名 

子ども食堂ネットワーク構築事業 

 

  ２．事業概要 

  （１）子ども食堂ネットワーク形成支援 

     ・ネットワーク会議による参画団体間の情報共有 

     ・参画する子ども食堂の開催日程や取組情報の発信 

     ・従事者向け共同研修の実施 

・食材寄付やボランティア等の仲介 

・新たな実施団体の開拓、開設に向けたノウハウ提供 など 

  （２）子ども食堂開設支援補助金 

     開設に要する設備改修や消耗品購入費等への補助（１か所あたり上限 200 千円） 

 

  ３．平成２９年度当初予算額     ２５，４８６千円 

             新規    （２５，４８６千円） 
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子ども食堂ネットワーク構築事業  ～広げよう 子ども食堂の輪！～ 

【目的】 
 子どもを対象に食事の提供等を通じた居場所づくりを行う事業を推進することにより、子どもが地域とつながり、健やかに育つ
環境整備を促進する。 

【事業内容】 
（１）子ども食堂ネットワーク形成支援事業 
  本市内で子どもを対象として食事を提供する居場所を開設している団体等をつなぐネットワークを形成し、以下の取組を実施 
  する。 
   ・ネットワーク会議による参画団体間の情報共有 
   ・参画する子ども食堂の開催日程や取組情報の発信 
   ・従事者向け共同研修の実施 
   ・食材寄付やボランティア等の仲介 
   ・新たな実施団体の開拓、開設に向けたノウハウ提供 など 
   ※堺市社会福祉協議会に業務委託 
 
（２）子ども食堂開設支援補助金 
  本市内で子どもを対象として食事を提供する居場所を新たに開設する団体等に対して、開設に要する経費を助成する。 
   ・対象経費 設備改修費、備品・消耗品等購入費 
   ・補助額  １か所あたり上限200千円 

（仮称）さかい子ども食堂ネットワーク 

情報共有、情報発信、食材寄付・ボランティアの仲介、研修等 

委託 

【参画団体】 

子ども食堂実施団体、フードバンク、
支援団体 等 

【事務局】 

社会福祉協議会 

開拓、検討支援 
開設補助金の受付 開設補助金 

1か所あたり200千円上限 
※別途予算 

社協 

ネットワーク 
形成 

堺市 

地域・団体 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 

子ども青少年育成部 子ども育成課 

直 通 ０７２－２２８－７６１２ 

内 線 ３３２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８３４１ 

 

「青少年センター・青少年の家管理運営事業」について 

 

堺市では、若者の社会からの疎外が社会問題になっているなか、市内２箇所の青少年施設

（青少年センター・青少年の家）を拠点として、「若者と社会がつながる仕組みの構築」を

主軸とした子ども・若者支援の取組を、民間機関との公民協働で推進します。 

 

記 

 

  １．事業名 

青少年センター・青少年の家管理運営事業（拡充） 

 

  ２．事業概要（拡充分） 

  （１）地場産業と連携した就労体験プログラム 

     ・伝統産業等の地場産業と連携し、こども・若者の就労意欲を育むための 

就労体験プログラムを実施 

  （２）若者の「交流の場」の事業コンセプト検討 

     ・若者自身が参画し、若者の「交流の場」の創出に向けた事業検討を実施 

 

  ３．平成２９年度当初予算額     １１１，２０６千円 

             新規      （２，８０４千円） 
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青少年センター・青少年の家管理運営事業 拡充の考え方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 事業展開イメージ ～ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若者と社会とが 「つながる」 仕組みの構築 

別 紙 

青少年センター・青少年の家管理運営事業 

 要求額 111,206 千円 

 うち拡充分 若者支援事業実施委託料 2,804 千円 

 若者の社会からの疎外が社会問題になっているなか、市内２箇所の青少年施設  

（青少年センター・青少年の家）を拠点として、「若者と社会がつながる仕組みの構築」

を主軸とした子ども・若者支援の取組を、民間機関との公民協働で推進する。 

 

 

 
 

＊不登校児等を対象とした 

 支援講座の開催 

 

周辺環境に馴染めず 

疎外感を抱える 

子どもへの支援 

 

支える 

 

 

 

＊地場産業と連携した 

 職業体験プログラム等の実施 

＊野外活動体験・農業体験 

施設の機能を活かした 

若者の活動プログラムの実施 

体験 

させる 

◆子ども・若者の確かな「生きる力」の育成 

◆若者と社会とが「つながる」 仕組みの構築 

堺市と民間機関の公民協働で、 

青少年センター・青少年の家を拠点に事業展開 

 ●若年者の雇用促進 

  JOB ｽﾃｰｼｮﾝ、 

 若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ、等 

●学校教育 

 確かな「学ぶ力」・ 

「生きる力」の育成 

 

教える 
送り 

出す 

連携 連携 

民間主導で 

実施し、 

市は後方支援 

 

 

 

＊「若者が集う交流の場」の 

 空間づくりコンセプト作成、 

 実施方策の検討等 

若者自身が参画した 

機能強化策の検討 

協働 

する 

民間と連携

し、市主導 

で実施 

市は後方支援 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 

児童自立支援施設整備室 

直 通 ０７２－２２８－０３２６ 

内 線 ３３６７ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

 

「市立児童発達支援センター整備事業」について 

 

堺市では、市立児童発達支援センター（第２もず園）を平成３１年度の開所に向けて、

えのきはいむとの一体的な建替え整備を推進します。 

 

記 

 

 

  １．事業名 

市立児童発達支援センター整備事業 

 

  ２．事業概要 

市立児童発達支援センター（第２もず園及びえのきはいむ）は、発達に課題のあ

る就学前児童に、生活や遊びを中心にした療育を行い、子どもの成長発達を促進す

ることを目的とした通所施設です。 

既存の第２もず園は昭和４６年、えのきはいむは昭和５２年に建設した施設であ

り、老朽化が進んでいることから、子どもたちの安全・安心な療育環境を確保する

ため、施設の耐震化及び機能の充実をめざした建替え整備を推進します。 

平成２９年度は、新園舎の建築工事を実施します。 

 

  ３．平成２９年度当初予算額  ３９６，０８５千円 

債務負担行為  （１２，０００千円） 
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市立児童発達支援センター（第２もず園） 外観イメージ図 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 子ども青少年局 

児童自立支援施設整備室 

直 通 ０７２－２２８－０３２６ 

内 線 ３３６７ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

 

「児童自立支援施設整備事業」について 

 

堺市では、「子育てのまち・堺」として、市のさまざまな社会資源を活用して、市全体で

子どもの自立を支援するため、児童自立支援施設の整備を推進します。 

 

記 

 

 

  １．事業名 

児童自立支援施設整備事業 

 

 

  ２．事業概要 

児童自立支援施設は、児童福祉法に基づく児童福祉施設で、全国でも約５０年ぶり

の新規設置となります。 

この施設では、非行や家庭環境などに問題を抱える本市の子どもを入所させ、子ど

もに寄り添った適切な指導と、健全育成に向けた支援を実施します。 

平成２９年度は、用地取得及び施設設計などを実施します。 

 

 

  ３．平成２９年度当初予算額     ７４６，６１７千円 

         債務負担行為    （１２７，０００千円） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校教育部 生徒指導課 

直 通 ０７２－２２８－７４３６ 

内 線 ７４０４ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１ 

 

「スクールソーシャルワーカー活用事業」について 

 
堺市では、いじめ、不登校、暴力行為等生徒指導上の課題や児童虐待に対応するため、

「支える、つなぐ、きずく」福祉の専門家を派遣するスクールソーシャルワーカー活用

事業を実施します。 

教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・技能を用いて、児童生

徒の置かれたさまざまな家庭環境等に働きかけて支援を行うスクールソーシャルワー

カーを活用し、教育相談体制を整備します。 

 

記 

 

１．事業名   スクールソーシャルワーカー活用事業 

 

２．事業概要 

子どもや家庭への適切な支援を行うスクールソーシャルワーカーについて、次のとおり

配置します。 

①区担当【拡充】 

 ・６人を配置 

 ・活動日を週３日から４日に拡充し、区教育・健全育成会議及び各区福祉部局との連

携の強化や学校からの要請に迅速かつ柔軟に対応 

②派遣型（チーフ） 

 ・２人を配置 

 ・解決が困難と思われる事案の対応等を行うとともに、それぞれの専門分野を生かし、

区担当６人に対して、研修や助言を実施 

    

３．平成２９年度当初予算額    ２２，６６８千円 

拡充    （４，６６２千円） 
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目的：いじめ、不登校、暴力行為など生徒指導上の課題や児童虐待に対応するため、教育分野に関する知識に加えて、社

会福祉等の専門的な知識・技能を用いて、子どもの置かれたさまざまな環境に働きかけて支援を行うスクールソー
シャルワーカー（ＳＳＷ）を活用し、教育相談体制を整備する。 

スクールソーシャルワーカー活用事業 平成2９年度当初予算額 22,668千円 

予算のポイント 

・SSW:８名体制 

  区担当６名 

  派遣型２名 

・区担当の活動日 

  週３日→週４日 

（区との連携強化のため拡充） 

 

 

学校 

いじめ 

●国の動向 
 【目標】平成３１年度までに、ＳＳＷを全ての中学校区に配置（約１万人） 
 

各区役所 
関係諸機関 

スクールソーシャルワーカー（SSW） 
福祉や教育の分野において、 
専門的な知識・技術を有する者 

児童生徒 

友人 家庭 
地域 

児童生徒が置かれた
様々な環境の問題への
働きかけ 

暴力行為 

不登校 

虐待 

①学校からの要請に迅速に  

 対応できるようにする。
②継続支援の充実を図る。 

③区教育・健全育成会議 

 との連携を図る。 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校教育部 学校指導課 

直 通 ０７２－２２８－７４３６ 

内 線 ７７２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１ 

 

「堺マイスタディ事業」について 

 

堺市では、放課後、夏季休業中等を活用し、児童生徒の学びの状況に応じたきめ細か

な学習指導を通して、一人ひとりの学力及び学習意欲の向上を図る学習支援を行ってい

ます。また、中学校のモデル校においては、教育関連企業等のノウハウ・コンテンツ・

人材を活用し、土曜日等に学習支援を行う機会を設け、家庭学習習慣の定着を図ること

も目的に、実施します。堺マイスタディ事業は「学習意欲」を高めます。 
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記 

 

 

１．事業名   堺マイスタディ事業 

 

２．事業概要 

①土曜マイスタディの実施（教育関連企業等の活用）【継続】 

中学校において、土曜日等の教育課程外に教育関連企業等の指導スタッフが学習支援

を行います。 

《実 施 校》 市立中学校１２校 

《対 象》 全学年の生徒のうち希望者 

《実施回数》 年間２４回 

《実施教科》 数学、英語 

 

②マイスタディスタッフの活用【拡充】 

  小学校における夏季休業中の実施日を拡充 ５回 

《実 施 校》 市立小学校全校、市立中学校全校 

《対 象》 小学校３～６年の児童と中学校全学年の生徒のうち希望者 

《実施回数》 各学校が実施学年や実施方法、回数等を計画  

《実施教科》 小学校：算数、国語・中学校：数学、国語、英語等 

 

 

３．平成２９年度当初予算額    １５７，３１６千円 

拡充    （１３，３９２千円） 
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堺マイスタディ事業                 平成２９年度当初予算額 157,316千円        
目的：放課後、夏季休業中などを活用し、児童生徒の学びの状況に応じたきめ細かな学習指導を通して、一人ひとりの学力及び学習意欲の向
上を図る。また、中学校で教育関連企業のノウハウ・コンテンツ・人材を活用し学習支援する機会を教育課程外に設け、学習意欲の向上や家
庭学習習慣の定着を図る。 

・参加児童生徒の約６割が「授業がよくわかるようになった」
と回答 
・参加児童生徒の保護者の９割以上が「来年度も参加させ
たい」と回答 

スタッフが指導方法や児童生徒理解に関する知識を学
ぶ機会を設けることで、指導スタッフの資質向上を図り、
児童生徒の学びの状況に応じたきめ細かな学習指導に
より、一人ひとりの学力及び学習意欲の向上につながる。 

・大学との連携による人材確保 
・スタッフ研修を開講 

・コーディネーター連絡会で情報交流し、連携方法や取組を
充実 
・各種事業等との連携による人材確保 
・広報さかいでの積極的な広報 

 
平成22年度 

7小学校 
7中学校 

 

平成23年度 
14小学校 
31中学校 

平成24年度 
60小学校  
31中学校 

＜養成講座実施により期待される効果＞ 

＜成果＞ 

＜課題＞ 
・スタッフの数の確保   ・スタッフの質の向上 
・学校の授業や教員との連携   ・教材の充実 

＜対応＞ 

平成25・26・27年度 
 全93小学校・全43中学校で実施 

堺マイスタディスタッフ養成講座の実施 

＜事業の概要＞ 

 

 

 

 

スタッフ 
研修 

堺マイスタディスタッ
フとして必要な知識
やスキル等について
学ぶ講座 
 

各学校における、実
施状況、成果のあっ
た取組や課題等につ
いての情報交換 

コーディネーター 
連絡会  

大学連携 
 

養成講座の  
企画、開催 

 

広報さかいでの
周知 
 

堺・学校インター
ンシップ事業、教
師ゆめ塾等との
連携 

 

堺マイスタディスタッフの質の向上 
（地域人材、大学生、元教員、スクールサポーターなど） 

教育委員会による
スタッフの確保 

平成２８・２９年度 
 全９３小学校・全４３中学校で実施 
 中学校１２校で教育関連企業を活用した 
 土曜マイスタディを実施 

スタッフの配置 

 

学んだ専門知識や実践的スキル
を学校での活動に活かす 

 

子どもの学力・学習意欲の向上 

大学連携 

資質向上 

学校において、放課後・夏季休業中など
で学習指導を行う （実施回数拡充） 

平日マイスタディ 
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 ～学習意欲を喚起し、主体的に学習する習慣をはぐくむ～ 
   

   ・生徒の学習のつまずきをアセスメントし、個別カリキュラムを作成 

   ・個別カリキュラムに基づく、基礎的・基本的な教材と発展的な学習教材を提供 

   ・学習内容を適切に指導できるスタッフの確保 

 

 ・個別カリキュラムの設定 
 ・家庭学習課題の提供 
 ・授業進度との連動による取組支援 

 ・家庭学習課題の提出・確認 
 ・承認と支援による学習促進 
 ・新たな学習課題への取組 

 土曜日等に学習支援を実施 
  
 ・苦手分野へのスタッフによる支援 
 ・学習方法についての相談 
 ・生徒同士の学び合い・教え合い 

家庭学習 
     ・家庭学習用教材による学習  
     ・カリキュラム表で自己チェック 
     ・家庭学習習慣の定着 

学年別の講座 
数学・英語 

学び直し・発展的学習が
できる教材を提供 

期待できる成果 

個に応じた 

学習支援 

人材 
教材 
ノウハウ 

学力の向上 

家庭学習習慣 

主体的な学習意欲 

学校の 
授業での 

学び 

＋ ＋ ⇒ 

《課題》 
・部活動との両立 
・スタッフの確保 

平日中学校 
マイスタディ 

教育関連企業 

 実施教科（数学・英語）の指導ノウ
ハウをもつスタッフを派遣 

 参加生徒一人ひとりの習熟度に応
じた個別カリキュラムを作成し、下
学年の内容の学び直しや、発展的
な学習に資する教材を提供 

土曜マイスタディ 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校教育部 学校指導課 

直 通 ０７２－２２８－７４３６ 

内 線 ７７２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１ 

 
「学校図書館教育推進事業」について 

 

堺市では、子どもの読書習慣の形成や学力向上を図るため、下記により学校図書館教

育の充実を図ります。 

学校司書配置などを通じて、いつでも「開いている・使える・人がいる」学校図書館

づくりを進め、生徒の読解力、表現力、情報活用能力等の育成・定着を図り、学力向上

につなげてまいります。 

 

記 

１．事業名   学校図書館教育推進事業 

 

２．事業概要 

 ①学校司書の配置【新規】 

○全中学校に学校司書を配置 

○実践研究や情報発信を行い、学校の個別課題に即したきめ細かな指導助言を実施 

   

②学校図書館職員の配置 

○学校図書館教育拠点校（６小中学校）に、司書教諭等の資格を持つ学校図書館職員

を配置 

○実践研究や情報発信を行うとともに、学校図書館職員による各学校への巡回指導を

行い、学校の個別課題に即したきめ細かな指導助言を実施 

 

     ③学校図書館サポーターの配置 

○子どもたちが本に親しむための工夫や書架の整理など、学校図書館の機能と利便性

向上を図り、子どもたちにとって魅力ある学校図書館とするために、全小中学校に

学校図書館サポーターを配置 

 

３．平成２９年度当初予算額    ６６，１１２千円   

新規   （１７，６４０千円） 
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学 校 図 書 館 教 育 推 進 事 業  

＜これまでの成果＞                                      ＜国の動き＞ 
 ●学校図書館サポーター（有償ボランティア）を配置 ●「読書は好き」当てはまる・どちらかといえば当てはまる ●学校図書館関係の地方交付税措置（Ｈ24～） 
  ○来館者・貸出冊数の増加              と答えた児童生徒の割合が増加             ●学校図書館法の改正（Ｈ27.4施行） 
  ○授業における学校図書館の活用等の増加       ○小６:Ｈ21年度 66.9％ ⇒ Ｈ28年度 70.0％          
                            ○中３:Ｈ21年度 54.1％ ⇒ Ｈ28年度 57.3％ 
                                              （全国学力・学習状況調査） 

＜期待される効果＞ 

・学校図書館職員、学校司書、学校図書館サポーター等の配置拡充により、 「学校図書館にいつでも人がいる」状態をつくることで、児童生徒の読書
活動や学習活動が促進される。 

・全小中学校対象に、学校図書館職員による巡回訪問指導を実施することにより、学校の個別課題に即した指導助言が可能になり、 児童生徒が使いや
すい学校図書館の環境が整う。 

学校図書館サポーターの配置（30,202千円） 

学校図書館サポーターの資質向上（７６千円） 

読書ノート（８６２千円）  

学校図書館サポーター 

◆学校図書館サポーター研修（年間５回：研修） 
 

学校司書や市立図書
館職員等を研修講師
としたスキルアップ
研修を開催 

学図書館職員 

学校司書 

小学校 中学校 

学校 
図書館 

家庭 

市立 
図書館 

子ども 

家庭からの 
連絡欄 専用ブック

リスト 

読書指導 

予算額 平成28年度 57,553千円 平成29年度 66,112千円 

市 立 図 書 館 と の 連 携  

名称 学校図書館サポーター 

活用方法 
人材バンクシステムに登録し、 

各学校が依頼する 

活動内容 
・貸出や環境整備 
・読み聞かせ 等 

時間・謝礼金 1回3時間程度 2,400円 
活動回数 小学校3.5回／週・中学校5回程度／月 

資質向上  年間4回の研修を実施 

学校図書館職員・学校司書の配置（34,972千円） 

学校図書館
職員 

６小中学校 

研修による 
資質の向上 

市立 

図書館職員 

いつでも 「開いている・使える・人がいる」 学校図書館づくり と 読書習慣の育成 

◆「学校図書館職員（ＯＢ非常勤職員）」を拠点校に配置 
                                 （６小中学校） 
 ○資格要件 
  有（教員経験、司書または司書教諭の免許） 
 ○活動内容 
  ①専門知識を生かした読書指導、学習支援等 
  ②担当区域内の学校への巡回訪問指導 
※ 拠点校は、これまで来館者数や貸出冊数の増加の 
  他、巡回訪問、研修講師等を通して他校の学校図  
  書館教育の推進に寄与している 

学校司書 

40中学校 

◆「学校司書（非常勤職員）」を配置 （40中学校） 
 ○資格要件 
  有（司書または司書補、司書教諭の免許、 
    学校図書館サポーターとしての活動実績） 
 ○活動内容 
  専門知識を生かした読書指導、学習支援等 
※ 拠点校の学校図書館職員の退職にともない、随時  
  学校司書配置へ移行させていく 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校教育部 学校指導課 

直 通 ０７２－２２８－７４３６ 

内 線 ７７２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１ 

 

「豊かな心の育成事業」について 

 

堺市では、道徳の教科化の実施に備え、子どもたちの豊かな心の育成をめざして、小・

中学校における道徳の時間の指導の充実を図るとともに、家庭・地域と連携した豊かな

体験と道徳の時間を関連付けた「考え、議論する道徳」教育を推進します。 
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記 

 

 

１．事業名   豊かな心の育成事業 

 

２．事業概要 

①「道徳科」に対応した堺市独自の地域教材の作成【新規】 

検定教科書にはない地域に根ざした独自教材や、「考え、議論する道徳」に向けた問題

解決的、体験的な学習を促す教材を盛り込んだ小学校用地域教材の作成、配付を行いま

す。 

 

②豊かな心の育成事業実施中学校区による道徳教育の活性化【拡充】 

「道徳科」の指導の充実を図るとともに、家庭・地域との連携による豊かな体験と道

徳の時間を関連づけた道徳教育を推進することで、子どもの豊かな心の育成をめざし

ます。 

平成２８年度…３中学校区９校  平成２９年度…新たに２～３中学校区を追加 

 

③堺市道徳教育研究会と連携し道徳教育の充実に向けた大会等の開催 

堺市道徳教育研究会とともに、研究大会を開催し、全市的な道徳教育の充実を図りま

す。 

 

④「道徳科」における教員の指導力向上【拡充】 

「道徳科」の指導力向上を目的として、小中学校教員を対象とした授業づくりの研修

を開催します。また、指導法についての堺市道徳教育研究会等が主催する研究・勉強

会に対して支援を行います。 

 

３．平成２９年度当初予算額    ３６，５９４千円 

           新規   （３０，５１３千円） 

拡充   （ ３，２９０千円） 
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   豊かな心の育成事業           平成29年度当初予算額  36,594千円 
目的：子どもの豊かな心の育成をめざして、小・中学校における道徳の時間の充実と豊かな体験と道徳の時間を関連付けた道徳教     
   育の活性化を図る。 

豊かな心の育成事業実施中学校区 

による道徳教育の活性化 

●「道徳科」の指導の充実を図るとともに、家庭・地域との連携によ 

 る豊かな体験と道徳の時間を関連づけた道徳教育を推進するこ 

 とで、子どもの豊かな心の育成をめざす。  

28年度…3中学校区9校  29年度…新たに2～3中学校区を追加 

「道徳科」における 

教員の指導力向上 

●「道徳科」の指導力向上を目的として、小中学校教員を対象とし 

  た授業づくりの研修を開催。また、指導法についての堺市道徳 

  教育研究会等が主催する研究・勉強会に対して支援を行う。 

「道徳科」に対応した 

堺市独自の地域教材の作成 

●検定教科書にはない地域に根ざした独自教材や、「考え、議論 

 する道徳」に向けた問題解決的、体験的な学習を促す教材を盛り

込んだ小学校用地域教材の作成、配布を行う。 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 

 
国 

 
 
 

堺市 

小 道徳科 教科書採択 

＜国の動向＞ 
平成２７年３月に学校教育法施行規則及び学習指導要領の一部改正が公示され、小学校においては平成３０年度より、中学校においては平成３１年度 
より「特別の教科 道徳」（「道徳科」）として、教科化され、国をあげて道徳教育の充実に向けて取り組んでいる。 

小学校「道徳科」全面実施 中学校「道徳科」全面実施 中 教科書検定 

３中学校区（９校）を豊かな心の育成事業実施中学校区に指定 

第１回研究大会開催 

推進教師研修を年2回開催 「授業づくり研修」の開催 

「未来をひらく」編集方針検討 

堺市道徳教育研究会と連携し 

道徳教育の充実に向けた大会等の開催 

●堺市道徳教育研究会とともに、研究大会を開催し、全市的な道 

  徳教育の充実を図る。 

  平成28年度  10月28日 市小学校で開催（450名以上が参加） 

  平成29年度  11月中旬 福泉南中学校で開催予定 

堺市道徳教育研究大会の開催 堺市道徳教育研究会発足 

中 道徳科 教科書採択 

小 教科書検定 

「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業」による財政支援 

小学校用地域教材の作成及び３月末の配布 

新たに２～３中学校区を指定し、道徳教育の研究、充実を図る 

教員研修、指導法研究の充実 

中学校用地域教材の作成・配布 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校教育部 支援教育課 

直 通 ０７２－２２８－７４３６ 

内 線 ７７０７ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１ 

 

「特別支援教育環境整備事業」について 

 

堺市では、発達障害等配慮を要する児童生徒の増加及び、第４次堺市障害者長期計画

や障害者差別解消法を踏まえ、下記の事業により、特別支援学校や小中学校の支援学級

における特別支援教育体制の確立及び合理的配慮の充実を図り、子どもたちが「共に学

び共に伸びる教育環境づくり」を推進します。 
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記 

 

１．事業名 

特別支援教育環境整備事業 

 

２．事業概要 

○教育環境の整備 

・支援学級に在籍する児童生徒の増加や、障害の重度・重複化に対応するため、介助員

を増配置（平成２８年度 １６２人 → 平成２９年度 １６５人）【拡充】 

・医療的ケアを日常的に必要とする児童生徒が、安心して学校生活を送ることができる

よう看護師を派遣 

・車いす等を使用する児童生徒が、校外学習や宿泊学習等へ参加するための車両の借り

上げ費用を支出 

   ・医療的ケアが必要な児童生徒が、宿泊学習に安心して参加できるよう看護師を配置 

・通常の学級に在籍する、肢体不自由等の障害により合理的配慮が必要な児童生徒に対

し、協力員を配置【新規】 

 

 

 

○相談体制の充実 

・支援教育アドバイザーを配置し、就学相談、入学後のフォローアップ、教育相談の充

実を図るとともに、支援学級担当教員等への指導・助言を実施 

 

○専門性の向上 

・教員等への特別支援教育に関する研修の充実 

 

３．平成２９年度当初予算額    ２２９，３９８千円 

新規    （２，４００千円） 

拡充    （２０，０３１千円） 
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特別支援教育環境整備事業           平成29年度当初予算額  229,398千円 

課題 

 ・就学相談の充実及び入学後のフォローアップの充実が 

  求められる 

 ・教員の専門性や指導力の向上が不可欠である 

 ・支援学級数増加に伴う支援体制の充実を図る必要がある 

 ・第4次堺市障害者長期計画、障害者差別解消法の趣旨 

  に沿った支援を実施する必要がある 

 教員研修 

 ・支援学級担任に対する、特別支援教育に関する研修を充実 

  させ、専門性や指導力の向上を図る 

就学支援 

 ・支援教育アドバイザーを配置し、就学相談、入学後のフォロー 

  アップ、教育相談の充実を図るとともに、支援学級担当教員 

  等に対して指導・助言を行う 

 ・継続的な支援のための「あい・ふぁいる」の活用 

 

  

教育環境の整備 

相談体制の充実 専門性の向上 

 

目的 

 ・障害のある児童生徒への十分な教育環境の構築 

 ・支援学級の運営支援 

 ・保護者が安心できる就学相談、教育相談の充実 

 

 

医療的ケア体制整備推進 

・医療的ケアを日常的に必要 

 とする児童生徒に、看護師 

 を派遣する 

小中支援学校宿泊学習支援 

・医療的ケアの必要な児童生 

 徒が、宿泊学習に参加でき 

 るよう、看護師を派遣する 

行事参加車両借上げ 

・車いす等を使用する児童生徒が、校外学習や宿泊学習等に参加す 

 るための、タクシーやリフト付きバスの費用を補助する 

介助員（支援学級付き） 

・支援学級に在籍する児童生徒 

 の増加や、障害の重度・重複 

 化に対応するため、介助員を 

 配置し、支援学級の支援充実 

 を図る 

合理的配慮協力員 

・通常の学級に在籍する、肢  

 体不自由等の障害により、 

 合理的配慮が必要な児童生 

 徒に対し、協力員を配置す 

 る 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

①～③⑤⑥⑧⑨に関すること ④⑦に関すること 

担当課 教育委員会事務局  

学校教育部 生徒指導課 

直 通 ０７２－２２８－７４３６ 

内 線 ７４０４ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１   

担当課 教育委員会事務局 

学校教育部 教育センター 

直 通 ０７２－２７０－８１２０ 

ＦＡＸ ０７２－２７０－８１３０ 

 

 

 

「いじめ問題への対応」について 

 

堺市では、いじめ問題などの未然防止・早期発見・早期解決を図るため、「こどもた

ちをまもるんや」さかいを合言葉に下記の事業を実施します。 

 

記 

 

１．事業名及び概要 

≪未然防止の取組≫ 

① 子どもが自分で自分を守る力の育成 

小学生のスマートフォン・携帯電話の使用率上昇を受け、ネットいじめ防止プログラ

ムを、小学校４年、中学校１年で実施するとともに、指導者に対する研修を実施します。 

また、子どもが自らを守るスキルを育成するため、いじめ・暴力防止プログラム 

（ＣＡＰ）プログラム及びＳＡＦＥプログラムを実施するとともに、デートＤＶ防止

に向けて、教員に対する研修を行います。 

 

② いじめ問題等に対する啓発 

いじめ・デートＤＶ防止等を啓発するポスター・リーフレット等を作成し、掲示、配

布します。 

 

③特別活動でのいじめ問題に対する取組 

全中学校の生徒会役員など生徒活動のリーダーによる「いじめをなくす」取組を実施

します。 
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④教職員研修の実施 

教職員の対応力を高めるためのいじめ防止研修等を実施します。 

 

≪早期発見の取組≫ 

⑤スクールカウンセラーの配置 

中学校及び高等学校全校、小学校１６校にスクールカウンセラーを配置します。 

 

⑥いじめ巡回相談員の配置 

学校のいじめ問題への対応を把握し、支援を行ういじめ巡回相談員を教育委員会に配

置します。 

 

⑦２４時間電話相談の実施 

いじめ等に関する電話教育相談「こころホーン」を２４時間実施します。 

 

≪早期解決の取組≫ 

⑧いじめ防止等対策推進委員会の設置 

堺市いじめ防止基本方針に基づく、いじめの防止等のための対策を実効的に行うよう

にするため、教育委員会の附属機関を設置します。 

 

⑨スクールソーシャルワーカーの配置【拡充】（再掲） 

社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、関係機関と連携し、子どもを取り巻く環

境の改善により課題の解決を図るスクールソーシャルワーカー８人を配置し、区担当６

人の活動日数を週３日から週４日へ拡充します。 

 

２．平成２９年度当初予算額  １３２，４０８千円 

拡充   （４，６６２千円） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

    学校教育部 教育センター 

直 通 ０７２－２７０－８１２０ 

ＦＡＸ ０７２－２７０－８１３０ 

 

「学校教育ＩＣＴ化推進事業」について 

  

堺市では、これまで小学校において全普通教室と特別教室に大型デジタルテレビと指導用

タブレット端末及びデジタル教科書を整備し、ＩＣＴを活用した授業を実施しているところ

です。 

平成２９年度は、中学校のパイロット校３校で小学校と同様の環境整備を行い、「ＩＣＴ

を活用した『わかる』授業の実現！」に取り組みます。 

 

記 

 

  １．学校教育ＩＣＴ化推進事業 

 

  ２．事業概要 

中学校３校の全普通教室と特別教室６教室に大型デジタルテレビと指導用タブレット端

末を整備し、教員がタブレット端末でデジタル教科書などを活用した授業を行うことによ

るより、わかりやすい授業をめざした実践的な研究を進めていきます。 

タブレット端末の画面を無線で大型デジタルテレビに表示することで、教員が教卓を離

れ効果的に資料提示を行ったり、生徒の考えや意見を即座に共有したりするなど、授業改

善を図ります。すでに全市立小学校では整備が完了し、日常的にＩＣＴを活用した授業が

行われており、「集中力の向上」や「学習内容の理解が進んだ」などの効果が表れています。 

このように教員が指導にタブレットを活用することを「堺スタイル」として取組を進め

ています。 

 

３．平成２９年度当初予算額 ９２９,１８３ 千円 

         新規   (９,７４４ 千円) 
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中学校３校の各教室に大型デジタルテレビと指導用タブレット端末を整備し、授業改善を図ります。 

小学校で効果をあげてい
る「堺スタイル」を継承し、
タブレットとデジタル教科
書を組み合わせて授業改
善を実現 

・デジタル教科書 
・インターネット 
・各種電子教材 等 

画面をデジタルテレビに転送 

 タブレット 

堺スタイル 

わかりやすい授業 
の実現 

 デジタルテレビ 

授業改善 

＊適切かつタイムリーな教材提示 
＊生徒の考えを即時・効果的に提示、意見を共有 
＊生徒の積極的な意見発表・授業参加 
＊個別指導の支援 
 
★指導者用デジタル教科書の特性を最大限にかつ
効果的に活用できる環境を実現 

【平成2９年度予算額 929,183千円（新規 9,744千円）】 

学校教育ICT化推進事業(中学校タブレット整備) 教育センター 

教員が指導用としてタブレットを活用 

ＩＣＴを活用した、『わかる』授業の実現！ 
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堺市報道提供資料 

 平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校管理部 施設課 

直 通 ０７２－２２８－７４８６ 

内 線 ７６１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４８７ 

 

 

 

「小中学校トイレの環境改善事業」について 

 

堺市では、すべての公立の小学校・中学校を対象として、「くさい・汚い」トイレから、

子どもたちにとって快適できれいなトイレ環境と、避難所となる防災の観点から、計画的に

トイレの整備と洋式便器の適正配置を推進します。 

 

記 

 

１．事業名 

小中学校トイレの環境改善事業 

 

２．事業概要 

    老朽化したトイレの全面改修及び和便器から洋便器への取替えを行います。 

 

       

 ３．平成２９年度当初予算額   １５９，０００千円 

新規  （１５９，０００千円） 
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堺市小中学校のトイレの現状 

 

◆老朽化しているトイレ（全面改修を必要とするトイレ）は、全体の５０％を超える状況である。 

◆洋便器の設置率は ２３．０％であり、全国平均 ４３．３％・政令市平均 ４２．７％を下回る。（平成２８年４月１日現在） 

 

 堺市小中学校のトイレは子どもたちにとって快適な環境とは言えず、また避難所となる防災の観点からも改善が必要な状態である。 

 

 

トイレの環境改善計画 

 

老朽化したトイレの全面改修と和便器を洋便器に取替える部分改修の 2 本立てで改善を行う。 

 

①【１０年計画】 老朽化しているトイレは、国の財源を活用して全面改修を行う。（男子トイレ 和１：洋１ 女子トイレ 和１：洋４）  

＜期間：平成２９年～３８年度＞ 

②【 ５年計画】 上記以外のトイレは、和便器から洋便器へ取替えを行う。（洋便器を男子トイレ 1 箇所、女子トイレ 3 箇所設置） 

＜期間：平成２９年～３３年度＞ 

 平成２９年度事業 

 

 ・全面改修工事設計 小 14 校（14 系統＊）・中 7校（7系統＊）  

・洋便器取替設計・工事 206 基(小 132 基 中 74 基）  

                           ＊校舎棟毎で 1階から最上階までの汚水配管でつながっている便所を 1系統とする。 

総事業費（概算）     

 

約１００億円  内訳 【１０年計画】９４．２億円  【5 年計画】 ５．８億円 

            ※国庫補助の採択が前提 

小中学校トイレの環境改善事業 平成２９年度当初予算額　１５９，０００千円
小学校施設等整備事業　１０１，１００千円
中学校施設等整備事業  　５７，９００千円
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堺市報道提供資料 

 平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 教育委員会事務局 

学校管理部 教育環境整備推進室 

担当者 諫田 

直 通 ０７２－２２８－９２５５ 

内 線 ７６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４８７ 

 

 

 

「小学校普通教室への空調整備事業」について 

 
堺市では、児童生徒の学習環境向上を図るため、中学校に続き、平成２８年度から２か年

で小学校の普通教室及び支援教室への空調整備工事に取り組んでいます。 

本工事の完了により、平成２９年７月から、すべての小学校においてエアコンが完備され、

子どもたちが「涼しい部屋で勉強に集中」できる環境が整います。 

 

 

記 

 

１．事業名 

小学校普通教室への空調整備事業 

 

２．事業概要 

   小学校普通教室及び支援教室に空調機器の整備工事を行います。 

       

 ３．平成２９年度当初予算額     ２９，３００千円 

   平成２８年度補正予算額  １，３５４，５００千円 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成２９年２月２０日（月）午後２時 

新 聞 平成２９年２月２１日（火） 朝 刊  
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●整備目的

≪児童生徒の学習環境の向上≫

　年間を通じて快適な学習環境を確保するとともに、夏季休業期間の短縮など教育時間の拡充により学力向上をめざす。

●整備スケジュール（平成28年度～平成29年度の2ヶ年事業）

　・約1,700教室を対象に、空調機器の整備工事を2期に分けて実施。

　・平成29年７月から全小学校で利用開始。

工事 設置教室数 設置手法

工事（28.12～29.6）

●事業費

３０年度

平成28年度当初予算
〔1期工事＋2期工事（前払金）〕

工事（28.5 ～28.12）

平成2９年度当初予算
〔クラス数増加分〕

平成28年度補正予算
〔2期工事（竣工金）〕

対象教室の
１／２

直接施工

２８年度 ２９年度

直接施工

事業費
（千円）

予算区分

～涼しい部屋で勉強に集中できる環境に～

3,121,500

1,354,500

29,300

平成29年7月から小学校普通教室等でエアコンの利用開始

1期

2期
対象教室の

１／２

 Ｈ２９.７～ 

         全校で利用開始 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

 

問い合わせ先 

権限移譲の制度に関すること 教職員配置、人数に関すること 取組事業１～３に関すること 

担当課 教育委員会事務局 

    教職員人事部 

    教職員企画課 

直通 ０７２－２２８－０２３８ 

内線 ７７９０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７８９０ 

担当課 教育委員会事務局 

    教職員人事部 

    教職員人事課 

直通 ０７２－２２８－７４３８ 

内線 ７７４０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７８９０ 

担当課 教育委員会事務局 

    学校教育部 

     

直通 ０７２－２２８－７４３６ 

内線 ７７２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４２１ 

 

 

 

「府費負担教職員権限移譲による教育の充実」について 

 

 

堺市では、平成２９年度から義務教育における教職員の給与負担等の権限が道府県から指定

都市に移譲されることに伴い、移譲される権限を最大限に活用して、効果的な教職員配置を行

い、「権限移譲で堺の教育をバージョンアップ」する取組を行います。 
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記 

 

１．学力向上の取組事業、概要 

 ①小学校教育支援少人数教育の実施  

   小学校において、児童の状況に応じた学級分割又は少人数指導を実施し、個の学びに応じた

きめ細かな指導を充実 

  

 ②学力向上プロジェクトチームの創設  

  ・本市教育委員会内に指導主事、学力向上コンサルタント等で構成する学力向上プロジェクト

チームを新たに設置 

  ・学力向上コンサルタントを中学校に派遣し、各学校の学力向上を支援 

 

２．いじめ、不登校等の防止の取組事業、概要 

 ①全中学校に生徒指導主事を専任配置  

   全ての中学校に生徒指導主事を専任配置し、生徒指導上の課題に対する学校への支援体制を

充実        

     

 ②区担当生徒指導主事の配置  

   中学校生徒指導主事から、各区毎に区担当の生徒指導主事を設定し、区役所との連携を強化 

  

３．特別支援教育充実に向けた取組事業、概要 

 ①小学校教育支援少人数教育の実施  （再掲） 

   小学校において、児童の状況に応じた学級分割又は少人数指導を実施し、個の学びに応じた

きめ細かな指導を充実 

 

 ②特別支援教育コーディネーターの配置  

   支援学校にコーディネーターを各１名配置し、小中学校への指導・助言を行うなど、支援学

校のセンター的機能を充実 

 

４．平成２９年度予算額      ３８，６９９，３７７千円 

             ただし、府費負担教職員権限移譲に伴う義務教育教職員の人件費 
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    ■　府費負担教職員権限移譲による教育の充実　　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年度予算額（権限移譲に伴う教職員人件費）　　　　　　　　　　　千円　３８，６９９，３７７千円

　平成２９年度より道府県から指定都市に下記権限が移譲 　本市として、 　　堺らしい特色ある教育の実施

　　　●教職員給与等の負担 　　　●移譲される権限を有効活用

　　　●教職員定数の決定等 　　　●効果的な教職員配置の実施

　　　　　児童・生徒の学力を伸ばします。 　　　　いじめ・不登校ゼロの学校をめざします。 　　一人ひとりの教育的ニーズに合った教育を実践します。

　①　小学校教育支援少人数教育の実施 ＜新規＞ 　① 全中学校に生徒指導主事を専任配置　＜拡充＞ 　①　小学校教育支援少人数教育の実施 ＜再掲＞

　○小学校において、画一的な少人数学級ではなく、児童の 　○４３中学校すべてに生徒指導主事を専任配置 　○小学校において、画一的な少人数学級ではなく、児童の

　状況に応じた少人数教育の実施 ２７校 ⇒ ４３校 　状況に応じた少人数教育の実施

　○現場主義による学級分割又は少人数指導の実施 　○同一中学校区内の小学校への連携強化及び支援の 　○現場主義による学級分割又は少人数指導の実施

　充実

　②　学力向上プロジェクトチームの創設  ＜新規＞ 　② 区担当生徒指導主事の設置　＜新規＞ 　②　特別支援教育コーディネーターの配置　＜新規＞

　○市教委内に指導主事、学力向上コンサルタント等で構成 　○中学校生徒指導主事から、各区毎に区担当の生徒 　○支援学校にコーディネーターを各１名配置

　　する学力向上プロジェクトチームを創設 　指導主事を設定し、区役所との連携を強化 　○小・中学校への指導・助言を充実し、支援学校のセンター

　○学力向上コンサルタントを中学校に派遣 　　的機能を強化

授業力向上アクション いじめ防止アクション 堺っ子支援アクション

児童の状況に応じた少人数教育等を実施し、 全ての中学校に生徒指導主事を専任配置し、

子育てのまち堺の実現

堺市教育の質向上に向けた取組　　～権限移譲で堺の教育をバージョンアップ～

少人数教育によって、すべての堺っ子の自立を支援し、

生徒指導体制の充実 特別支援教育の充実

目指すべき方向性 　　　すべての堺っ子が尊重され、ゆめに挑戦できる教育の実現　　（堺市教育大綱より）

学力の向上
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